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一．低周波音被害とは
１．問題提起
いわゆる２００４年（平成１６年）の「参照値」公表の影響により、近年、低周波
音による「健康被害」をめぐる苦情申し立てが増加していると言われている。
実際に損害賠償請求されている低周波音による健康被害は、不法行為法で言わ
れるところの絶対的利益、精神的苦痛は相対的利益に該当すると考えられ、生
活妨害等の相対的利益侵害について、損害賠償・差止の可否は、受忍限度判断
に依拠する
（１）
。しかし、低周波音被害に関する公害等調整委員会の責任裁定を検
討すると、絶対的利益も相対的利益も低周波音に関する受忍限度判断では「参
照値」が重視されていることと同時に、事実的因果関係の有無が大きな争点と
なっていることが認識されなければならない。また、低周波音という加害行為
を単独のものとして扱わず、同一の社会的事実から発生する騒音や振動と一体
的な加害行為として判断される場合もある。これを裏返して、被侵害利益の面
からいうと、めまいなどの不定愁訴という低周波音による健康被害及び精神的
苦痛は、騒音、振動による被害と一体的な保護利益として考えられることが多
い。
そこで本稿では、低周波音自体があまり知られていない問題であるため、第
一に、低周波音による被害とは何か、についての一般的な説明を行うことを目
的とし、その後、第二に、責任裁定を取り上げるのに必要な範囲で公害等調整
委員会について説明し、第三に、低周波音被害に関する実務的見解（実務家の
（１） 絶対的利益、相対的利益については、加藤雅信『不法行為法 第２版』（有斐閣、２００５
年）１８０頁以下。河村浩＝森田淳「騒音・低周波音被害をめぐる受忍限度・因果関係に関
する一考察（上）――要件事実論にも言及して――」判時１９９１号７頁（２００８年）。
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見解や裁判例など）を確認し、第四に、公害等調整委員会に申請された責任裁
定申請事件を取り上げ、これらにおいて因果関係が認定されているか、受忍限
度判断に至った場合にはどのような受忍限度判断を行っているかを検討するこ
とを目的とする。そして最後に、参考として、上記で採り上げた責任裁定申請
事件の一覧表を掲げることとする。なお、公害等調整委員会における低周波音
被害の因果関係判断に関しては、「原因裁定」の分析が有意義であると考える
が、本稿では詳細に検討する時間的余裕が無かったため、別の機会に検討した
いと考えている。
２．低周波音被害の苦情件数
前述のように、低周波音被害に関する事件については、近年、苦情申し立て
が増加している。
環境省水・大気環境局大気生活環境室「平成２３年度騒音規制法施行状況調査
について」（以下、「概要」とする）および「平成２３年度騒音規制法施行状況調
査」（平成２４年１２月
（２）
）（以下、「調査」とする）の「図５ 低周波音に係る苦情
件数の年次推移」（「概要」１０頁）および「表７－３ 低周波音（低周波空気振
動）に係る苦情件数の推移」（「調査」２５頁）によると、都道府県又は市区町村
が受けた低周波音に係る苦情の件数は、次のとおりである。
１９７３年（昭和４８年）度から２００３年（平成１５年）まではおおむね１００件を下回っ
ていた（ただし、１９７４年（昭和４９年）は１１０件、２０００年（平成１２年）は１１５件、
２００１年（平成１３年）は１１０件である。２０００年の１１５件に増加していることについ
ては、「６」で後述する）。
しかしながら、その後、２００４年（平成１６年）度の１４４件から増加し始め、２０１１
年（平成２３年）度においては２４９件となっている
（３）
。このように、２００４年（平成
（２） http : //www.env.go.jp/air/noise/index.html。「よくわかる低周波音」１２頁。
（３）「概要」３頁、「調査」１０頁。
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１６年）から苦情申し立てが増加したことには、後述の「参照値」がこの年の６
月に発表されたことの関連性が考えられる
（４）
。ただ、平成２３年度の「騒音」の苦
情件数１５，９４４件と比較すると、個別対応できるレベルであると考えられる
（５）
。
また、「表１１ 低周波音に係る苦情件数の内訳」（「概要」１０頁）および「表
７－２ 低周波音（低周波空気振動）に係る苦情の状況」（「調査」２４頁）で
は、発生源別に見ると、工場・事業場に係るものが８３件と最も多く約３３．３％を
占めている。
３．環境省の『マニュアル』『手引書』等
環境省は、前項のような低周波音に関する苦情に対応するため、諸種の対策
を講じてきている。２０１４年１月現在、環境省のウェブサイトでは、次のような
重要な資料などが掲載されている
（６）
。
［手引書・事例集・マニュアル］
・低周波音の測定方法に関するマニュアル（平成１２年１０月）（以下、『マニュア
ル』と呼ぶ。）
・低周波音防止対策事例集（平成１４年３月）
・低周波音問題対応の手引書（平成１６年６月）（以下、『手引書』と呼ぶ。ここ
において後述の「参照値」が提唱されている。）
・低周波音対応事例集（平成２０年１２月）
（４）「《座談会》～低周波音事件と今後の低周波音対策、紛争処理の在り方等～」ちょうせ
い第４５号（平成１８年５月）６―７頁。
（５）「概要」７頁、「調査」２３頁。
（６） 環境省ウェブサイトのトップページ（http : //www.env.go.jp/）→「大気環境・自動車
対策」の「騒音」→「低周波音について」（http : //www.env.go.jp/air/teishuha/index.html
（２０１４年１月２０日閲覧））
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［通知］
・低周波音問題対応の手引書における参照値の取扱について（都道府県等宛通
知 平成２０年４月）（以下、『通知』と呼ぶ。）
［パンフレット］
・よくわかる低周波音（平成１９年２月）
後述するように、『手引書』の「参照値」は、事実的因果関係と受忍限度判
断における重要な指針となっている。なお、これらのうち、パンフレット『よ
くわかる低周波音』は、一般人を対象に、低周波音に関する理解を深めること
を目的とするものであり、低周波音に対する環境省の立場を一覧するのに、わ
かりやすい記述となっている。
４．低周波音の発生原因
環境省の『よくわかる低周波音』では、発生源を次の４つに分類している。
また、「騒音規制法施行状況調査」では、発生源を６つに分類している。
①工場・事業場
送風機・往復圧縮機・真空ポンプ・振動ふるい・燃焼装置・機械プレスなど
②店舗・公共施設
変圧器・ボイラー・空調室外機・冷凍機など
③交通機関
道路高架橋・高速鉄道トンネル・ヘリコプター・船舶など
④その他
風車・治水施設・発破など
これら発生源のうち、近年では、風力発電
（７）
や、家庭用ヒートポンプ給湯機エ
コキュート
（８）
による被害が社会問題化している。
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５．低周波音による具体的被害内容
低周波音による被害内容は、いわゆる不定愁訴である。「二」で採り上げる
事件で具体的に主張された被害内容としては、自律神経失調症、頭痛、動悸、
不眠、めまい、痺れ、耳鳴り、感覚難聴、不快感などである。
環境省は、低周波音（超低周波音を含む）による苦情の内容を、身体的苦情
と物的苦情とに大別している。身体的苦情は、心理的苦情（低周波音が知覚さ
れてよく眠れない、気分がいらいらする、胸や腹を圧迫されるような感じがす
る等）と生理的苦情（頭痛・耳鳴りがする、吐き気がする等）に分けられる。
身体的影響が起こる理由は、低周波音が感知されることによるストレスが人体
に作用するからであると一般に考えられている。物的苦情とは、音を感じない
のに戸や窓等の建具がガタガタする、置物が移動するといった苦情である
（９）
。
６．低周波音問題の経緯と低周波音問題への環境省の取り組み
（１）『手引書』作成までの経緯
環境省における低周波音に関する取り組みは、１９７０年代（昭和５０年代）に遡
る。
環境省で毎年集計している、上記の騒音規制法施行状況調査から苦情の変遷
を見てみると、１９６０年代（昭和４０年代）より建具ががたつくなどの苦情が発生
し、問題化している
（１０）
。当時は低周波空気振動と呼ばれ、１９７０年代（昭和５０年代）
（７） 風力発電施設に関して、環境省は、「風力発電施設の騒音・低周波音に関する検討調
査業務報告」（平成２５年３月）などを公表している、http : //www.env.go.jp/air/teishuha/in-
dex.html（２０１４年１月２０日閲覧）。
（８） エコキュートに関して、消費者庁に設置された、消費者安全調査委員会が「調査経過
報告書」を公表している、http : //www.caa.go.jp/csic/action/index 5.html（２０１４年１月２０日
閲覧）。
（９）『マニュアル』５―６頁。
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ころの低周波音に係る苦情の原因の多くは工場・事業場によるものであり、道
路の高架橋・ダムの放流などからの低周波音も問題となった。工業の進展に伴
い施設が大型化し、騒音・低周波音が増大したものと考えられる。また、１９７６
年（昭和５１年）５月に振動規制法案に対する参議院での附帯決議が行われ、「低
周波空気振動について、その実態を早急に調査し、対策を検討すること」とさ
れた。
そのため、当時環境庁では、１９７６年（昭和５１年）度から本格的な調査に着手
し、低周波音に関する実態調査および建具のがたつきに関する調査、人体に及
ぼす影響に関する調査を行った
（１１）
。１９８４年（昭和５９年）の「低周波空気振動調査
報告書」（昭和５９年１２月）で、「一般環境中に存在するレベルの空気振動では人
体に及ぼす影響を証明しうるデータは得られなかった。」と結論付けるととも
に、心理的・生理的な苦情は建具のがたつきや一般騒音、振動苦情と重複する
場合が多いため、より一層の知見の収集を図ることとした。また、対策手法に
ついては「低周波空気振動防止対策事例集」（昭和６０年１２月）等を作成し、公
共団体に対して示す等の対策を行ってきた。
１９９３年（平成５年）頃には、新幹線「のぞみ」の開通に伴い、列車がトンネ
ル突入時に発生する衝撃波の低周波音成分による被害が問題となったが、トン
ネル入り口付近に緩衝フードを設置するなどの対策が進み、１９９５年（平成７
年）度には苦情件数が年間２０件台まで減少した。
その後、苦情は３０～４０件程度で推移していたが、２０００年（平成１２年）度は１１５
（１０） 以下の記述は、主に次の文献に依拠している。瀬戸口忠臣（環境庁特殊公害課：当時）
「低周波空気振動について環境庁の対応」騒音制御 Vol．３，No．１（１９７９）pp．３９―４３、西
村敦史（環境庁大気保全局大気生活環境室：当時）「低周波音に対する取り組みについ
て」騒音制御 Vol．２３，No．５（１９９９）p．３０１、大野崇（環境省環境管理局大気生活環境室：
当時）「低周波音への取り組みと課題」騒音制御 Vol．２７，No．１（２００３）pp．３２―３６。
（１１） 上掲・瀬戸口 ３９頁。
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件と、前年度に比べおよそ２．５倍に急増している。これは一部マスコミなどで
採り上げられたことに端を発しているが、苦情対象がこれまでのように工場・
事業場等の大型施設ではなく、発生源が特定できないものも多数含まれており
問題が複雑化している様子がうかがえる。
環境省は、平成１２年度には低周波音の実態をより正確に把握するため、「低
周波音の測定方法に関するマニュアル」を策定し、統一的な測定手法による全
国調査を実施した。２００１年（平成１３年）度には、全国から寄せられたデータを
基に作成した「低周波音防止対策事例集」を公表した。また、全国の低周波音
の状況を把握するため、上記『マニュアル』に基づく統一的な測定方法による
調査の測定結果を「低周波音全国状況調査結果報告書」（平成１４年６月）とし
て取りまとめた。
（２）『手引書』作成の経緯
前項の「事例集」（平成１３年）で対応できる事例は、発生源と苦情が予見で
きるものに限られており、低レベルの低周波音については、苦情との因果関係
もわかりづらく、解決に多くの時間と労力を必要とした
（１２）
。
そこで、環境省は、このような苦情に的確に対応するために、（社）騒音制御
工学会に委託し、同学会において２００２年（平成１４年）に学識経験者等からなる
低周波音対策検討調査委員会を設置し、対応について検討した。その結果、
２００４年（平成１６年）６月に、固定発生源で、ある程度継続的に低周波音を出し
ている施設を対象とした『低周波音問題対応の手引書』を公表するに至った。
（１２） 以下の記述は、主として藤本正典・齊藤輝彦（環境省水・大気環境局大気生活環境
室：当時）「『低周波音問題対応の手引書』作成の経緯・構成」騒音制御 Vol．３０，No．１
（２００６）pp．７―９に依拠している。
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○手引書の構成
『手引書』は、地方公共団体における低周波音に係る苦情の受付から解決に
至る筋道における具体的な対処方法や配慮事項、技術的な解説で構成されてい
る。
 「手引」……苦情申し立ての受付から、低周波音調査・測定、評価・対策
までの流れに沿って具体的な方法や配慮事項について記載。
 「評価指針」……苦情申し立ての内容に従って調査・測定した際に、その
苦情差が低周波音によるものかどうかを判断するための「参照値」について記
述。
 「評価指針の解説」……上記「参照値」の基本的な考え方や、適用範囲、
測定方法やその表示方法について解説したもの。
７．公害等調整委員会による責任裁定
（１） 公害等調整委員会とは
公害紛争の処理機関として、国に、公害等調整委員会（以下、「公調委」と
いう）が設置され（公害紛争処理法（以下、本項目において「法」という）３
条）、都道府県には公害審査会が設置されうる（法１３条）。
公調委は、総務省の外局としての独立行政委員会である。公調委は、公害紛
争について損害賠償責任の有無や賠償額に関する「責任裁定」や因果関係の解
明に関する「原因裁定」をする権限を有する（法４２条の１２、４２条の２７）ほか、
あっせん、調停、仲裁を行う（法２４条、施行令１条、２条
（１３）
）。「裁定」とは、公
（１３） 詳しくは、公害等調整委員会事務局編著『解説 公害紛争処理法』（ぎょうせい、２００２
年）、大塚直『環境法第３版』（有斐閣、２０１０年）７２８頁以下、北村義宣『環境法第２版』（弘
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調委の３人又は５人の委員からなる「裁定委員会」が証拠調べ等の手続きを経
て、法律的判断を行うことにより、紛争解決を図る手続きである。
本稿で採り上げる「責任裁定」とは、上記のように損害賠償問題に関する紛
争について、裁定委員会が損害賠償責任の有無及び賠償額を判断することによ
り、紛争解決を図る手続である。そして、責任裁定による権利者は、義務者に
対しその義務の履行を求める、義務履行勧告請求制度を利用することができる
（法４３条の２）。
公害紛争処理手続きの手法としては、通常の司法手続きと異なる以下のよう
な特徴がある。第１に、職権主義が導入されている。例えば、責任裁定に関し
て言えば、裁定手続における職権による証拠調べ及び事実の調査（法４２条の
１６、４２条の１８）が挙げられる。第２に、調査費用は公費負担される。第３に、
専門知識の活用が図られている。公調委には、裁判所や関係省庁からの出向者
が審査官や調査官として在職している。また、公調委には、３０人以下の専門委
員がおかれる（公害等調整委員会設置法１８条）。
さらに、裁定委員会は、責任裁定事件について、相当と認めるときは、職権
で事件を調停に付したうえで、当事者の同意を得て管轄審査会等に処理させる
か、又は、自ら処理することができる。（法４２条の２４第１項）。後述の「ニ」で
は責任裁定が申請された事件８件を採り上げているが、そのうち３件が調停に
付され、すべて、裁定委員会が自ら事件を処理している。事件を調停に付した
場合において、当事者間に合意が成立したときは、責任裁定の申請は、取り下
げられたものとみなされる（法４２条の２４第２項）。したがって、責任裁定は損
害賠償請求手続であるが、実際には、調停に付されることも多く、民事訴訟の
差止に相当する改善措置（機器の移設、防音壁の設置など）を命じる機能を相
当程度果たしているといえる。
文堂、２０１３年）２５７頁以下、村頭秀人『騒音・低周波音・振動の紛争解決ガイドブック』（慧
文社、２０１１年）３２７頁以下などを参照。
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（２） 公害等調整委員会に係属した事件
公調委のホームページ（http : //www.soumu.go.jp/kouchoi/）には、公調委に
係属した公害紛争事件の一覧表が掲載されている。
「トップページ」→「継続事件一覧」→「公害紛争・不服裁定 事件一覧」
→『新しい動き・係属紛争事件一覧』（現在継続している公害紛争事件、終結
した公害紛争事件）、『公害紛争処理制度』（公害紛争処理事件一覧～平成２５年
３月末）。
また、都道府県公害審査会等に係属した公害紛争事件の一覧表は、公調委の
「トップページ」→「継続事件一覧」→「公害紛争・不服裁定 事件一覧」→
『公害紛争処理制度』に掲載されている。
平成２６年１月２０日の時点で、「終結した公害紛争事件」に掲載されている事
件のうちで、低周波音にかかわる責任裁定事件の件数は、８件である。
８．音と低周波音とは
音とは、空気の微小な圧力変動であり、その変動が耳に伝わって鼓膜を振動
させることにより、人は音として感じる
（１４）
。
まず、音は、次の①から③に分類される。
①超低周波音〔１～２０Hz〕
②音〔２０～２０，０００Hz（＝２０kHz）（音はさらに、２０～１００Hzを低周波音、１，０００
Hz～を高周波音と分類されている）〕
③超音波音（２０kHz～）
（１４）『よくわかる低周波音』２頁。「音」に関する理解としては、中村健太郎『図解雑学
音のしくみ』（ナツメ社、２０１２年、第２版第１０刷）が平易で理解しやすかった。その他、
公害防止の技術と法規編集委員会編『新・公害防止の技術を法規２０１３ 騒音・振動編』
（産業環境管理協会、２０１３年）など。
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一般に人が聴くことができる音の周波数範囲は②の２０Hz～２０kHzと考えら
れている。
低周波音とは、この範囲のうち２０～１００Hzの低周波数の可聴音であるとさ
れている
（１５）
。また、超低周波音とは、耳では聞こえないが、超低周波音を受けて
皮膚や筋肉等が振動することにより、知覚神経の末端である振動受容器が刺激
を受けて圧迫感や振動感等を生じ、感じられる音波であると説明されている
（１６）
。
そこで、超低周波音と低周波音について「聞こえる」と「感じられる」をあわ
せて「感知される」という用語が用いられる。
ただし、前述の環境庁（現環境省）『マニュアル』１頁の用語法では、１００Hz
以下の周波数の可聴音と超低周波音を含む音波を低周波音と定義している。裁
定等でも、この環境省の定義を用いている場合がある。
９．低周波音と感覚閾値・参照値など
２０１４年１月現在、低周波音の規制基準や環境基準はない。
低周波音は人に感知されていれば直ちに身体的影響が生じるのではなく、あ
る程度の大きさに感知されて初めて身体的影響が生ずると一般に考えられてい
る。そこで、低周波音の健康影響を判断する基準として、感覚閾値や参照値な
どが定められている。すなわち、
①感覚閾値
低周波音の聞こえ始める値（感覚閾値）について、国際規格 ISO３８９―７
（２００５）により、１／３オクターブバンドによる周波数帯域ごとに周波数２０～
１６，０００Hzの閾値（最小可聴値）が定められている、
②「気になる―気にならない曲線」
（１５） 中野有朋『騒音・振動環境入門』（オーム社、２０１０年）８２頁。
（１６） 上掲・中野 ９７―９９頁。
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中村俊一ほか・昭和５５年度文部省（当時）科学研究費「環境科学」特別研究
「低周波音に対する感覚と評価に関する基礎的研究」（１９８１年）による「気に
なる―気にならない曲線
（１７）
」、
③参照値
前述の環境省による『手引書』の、『低周波音問題対応のための「評価指
針」』という項目に掲げられている「心身に係る苦情に関する参照値
（１８）
」、
などが提唱されている。特に、参照値は裁判や裁定の重要な指標となってい
る。
１０．環境省による身体的影響の判断基準
苦情者の身体的症状が低周波音の影響であるかどうかを判断する基準は、
『マニュアル』及び『手引書』によると、①測定値と参照値との比較と、②体
感調査である。
①低周波音の発生状況の測定を行う場合、測定量は、１／３オクターブバンド
音圧レベル及び、超低周波音については G特性音圧レベル
（１９）
である。測定場所
は、心身に係る苦情について苦情の訴えのある居室（原則として窓を閉めた状
態）で行う。評価方法は、参照値以上（「評価指針」１頁の表２の値及び G特
（１７） 被験者２４名に、中心周波数と音圧レベルを組み合わせたノイズをランダムに聞かせ、
被験者の５０％が気になると感じ始める最低レベルの音圧レベルを算出し、これを評価値と
してまとめたもの。
（１８） 固定発生源からある時間連続的に発生する低周波音について苦情が発生した場合、当
該苦情が低周波音によるものかどうかを判定するための数値。被験者２９名により、居間及
び寝室をそれぞれ想定した許容値（あまり気にしないで許容できる最大音圧レベル）を被
験者自身が判定し、そのうち寝室における許容値をもとに参照値を定めたもの。
（１９） G特性とは、人にとって、超低周波音を含む低周波音の領域では周波数が低いほうが
感知しにくいことを考慮して、超低周波音の人体感覚を評価するために、物理的な音圧レ
ベルの値（dBの定義式により算出した音圧レベルの値）に対して補正すべき値を示すも
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性音圧レベル LG９２dB以上））に当てはまれば苦情の可能性が考えられる。
②体感調査とは、低周波音の発生源と思われる施設や機器を５分から１０分程
度の間隔で稼働・停止し、苦情者が、施設等の稼働・停止を識別できたか、苦
情の状況が変化したかを、家の中で一番低周波音を感じると申し出る部屋にお
いて確認する調査である（『手引書』の「手引」１２、１４頁、「評価指針の解説」
４頁）。調査の際、苦情者に運転状況を知らせずに、運転状況と苦情者の反応
との対応関係を確認するとされている（「手引」６頁）。
１１．低周波音被害の不法行為責任概論
（１） 先行文献
低周波音被害に関する損害賠償請求事件においては、事実的因果関係と受忍
限度が争点とされることが多い。ところが、低周波音被害の不法行為責任に関
する文献は少なく、重要なものとして、河村浩＝森田淳「騒音・低周波音被害
をめぐる受忍限度・因果関係に関する一考察（上）（下）――要件事実論にも
言及して――」判時１９９１号３頁、１９９２号１３頁（２００８年）（以下、河村＝森田論
文）、村頭秀人『騒音・低周波音・振動の紛争解決ガイドブック』（慧文社、
２０１１年）（以下、村頭著という）を挙げることができる。
（２） 因果関係について
河村＝森田論文では、前述の感覚閾値は事実的因果関係のうち到達の因果関
係を、参照値は発現の因果関係を、「気になる―気にならない曲線」の評価値
は相当因果関係を画する上で法的に参照すべき指標であるとする。 到達の因
果関係について、後述「ニ」で採り上げることになる公調委裁定平成１５・３・
３１判時１８２１号３頁は、職権により文献調査を行い、感覚閾値または個々人の閾
ので、「１０Hzの低周波音と同じ大きさに感じられるためには、他の周波数の超低周波音は
何 dB補正されなければならないか」を表す数値である。
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値を下回る音圧レベルの低周波音であれば、個人への健康影響を認めるに足り
る知見はないと認定している。
これに対し、次の裁判例は、長期間の暴露の場合における閾値の低下を指摘
している。すなわち、京都市内の所有建物でカメラ店を営む Xが、東側隣地
に所在する各種繊維等の製造加工工場内に設置された乾燥機から低周波音が発
生しており、これによりイライラ、頭痛、不眠、肩から指先にかけてのしびれ
などの精神的・肉体的被害を受けていると主張し、上記工場を設置した Yに
対し、人格権に基づき、一定範囲内での上記乾燥機の操業差止め（X所有建物
の東側の壁より東へ１５メートルの範囲内での本件乾燥機の操業差止め）を求め
るとともに、不法行為に基づき、損害賠償（慰謝料）を求めた事件である、京
都地判平４・１１・２７判時１４６６号１２６頁は、最小可聴最小値すら下回っていて
も、（a）長期間にわたる暴露の場合には閾値が低下すること、また、（b）個人差
を前提として、相当因果関係を認めている。
これをより詳しく見てみよう。まず、次の諸事実から相当因果関係を認め
た。①本件乾燥機からの低周波音の発生を裏付ける低周波音測定結果もあるこ
と、② Xの症状の内容、③ Xの症状は低い音圧レベルでの低周波音被害の特
徴と符合すること、④ Xの症状は、本件乾燥機の作動・停止とが連動してい
ること、⑤昼間中店番をしている原告の生活状況及び本件乾燥機から発生する
低周波音の暴露期間の長さからは、本件乾燥機の操業中の低周波音の程度で
も、健康被害が発生するとして矛盾はないこと、⑥ Xには、その多岐にわた
る症状を裏付ける他の病気もないこと、などの間接事実を総合して、相当因果
関係を認めた。そして、この補足として、（a）に関して、「右に示した二〇 Hz
での最小可聴最小値（約六二 dB）は、短時間の暴露での実験結果であり……
低レベルでの低周波音の暴露でも長時間にわたると慣れが生じる等して最小可
聴ないし閾値が低下することがあるとされるのだから、本件のように低レベル
でも長期間にわたる低周波音の暴露の場合に当然に妥当する資料とはいえず、
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結局、原告方店舗での低周波音の最大音圧（二〇 Hzでの五七 dB）が前記の
実験結果による最小可聴値（二〇 Hzでは約六二 dB）を下回っていることの
一事実をもって」、相当因果関係の認定を覆すには足りないというべきであ
る、という立場を述べている。（b）については、「原告建物に同居している原
告以外の家族には、原告と類似の症状があらわれていない事実も……低周波音
に対する個人差が大きいのであるから」、相当因果関係の認定を左右するもの
ではない、とした。
ここで、河村＝森田論文では、感覚閾値に達していることを前提として、諸
般の事情を総合して発現の因果関係が肯定される余地は残されているとしてい
る
（２０）
。前述「３」で紹介した近年の環境省の「通知」（「低周波音問題の手引き書
における参照値の取扱いについて」）の中でも、「低周波音に関する感覚につい
ては個人差が大きく、参照値以下であっても、低周波音を許容できないレベル
である可能性が１０％程度ではあるが残されているので、個人差があることも考
慮し判断することが極めて重要である」として、個人差について注意を喚起し
ている
（２１）
。一般論として、現実に低周波音（被害）が発生している場合には、体
感調査の結果を踏まえ、たとえば、調停によって後述「二．２」のような弾力
的な解決が図られることが検討される必要があるのではないだろうか。
（３） 受忍限度（違法性）に関する判断
参照値は、受忍限度の判断においても重視されている。参照値の公表以前
は、他の生活妨害における場合と同様に、低周波音による生活妨害の場合も、
諸般の事情を考慮して受忍限度超過の有無の判断がなされている
（２２）
。前出の京都
地判平４・１１・２７は、①被害者の諸症状の程度、②低周波音の暴露期間の態様
（２０） 河村＝森田論文（上）１６―１７頁。
（２１） 村頭著 ２３０―２３１頁。
（２２） 河村＝森田論文（上）１６頁。
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及び長さ、③侵害行為の開始の状況、等を総合的に考慮し、受忍限度超過を肯
定している。参照値公表後は、参照値を超えることを前提として諸般の事情を
総合衡量している裁判例がある。ビル地下１階におけるライブハウスからの騒
音、振動及び低周波音により、１階のそば料理店経営者が営業損害および精神
的損害を被ったとして損害賠償請求した事案（東京地判平成１７・１２・１４判タ
１２４９号１７９頁）は、「参照値」を大きく超えると認定したうえで、地域性、営業
の先後関係、隠れ家的な落ち着いた雰囲気をコンセプトとして営業していたこ
と等の定性的事情を総合考慮して、騒音・振動及び低周波音を併せた被害につ
いて受忍限度を超えると判断した（一体型）。
また、移動発生源に関する普天間基地騒音公害訴訟控訴審判決（福岡高裁那
覇支判平２２・７・２９判時２０９１号１６２頁判タ１３６５号１７４頁）は、参照値および「気
になる―気にならない曲線」を相当因果関係や受忍限度の基準とし、これらの
評価値を超える被害を認定したうえで、そのほか公益上の必要性や被害防止措
置などを総合考慮して違法な権利侵害ないし利益侵害があるとしている
（２３）
。
（２３） 本判決は、「本件航空機騒音は、１日当たり数分から数十分累積し、ほぼ毎日継続し
ているから、低周波音も、これとほぼ同様に累積し、かつ、継続しているものと推察され
るのであり、その点では、固定音源からの低周波音の発生と共通するといえる。」として、
本件移動発生源についても、固定発生源と同様の低周波音発生の状況があるとする立場を
前提にしている。
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二．公害等調整委員会に申請された責任裁定事件の分析
１．事件収集の方法など
「二」では、公調委に係属した低周波音に関する責任裁定申請事件を検討す
る。責任裁定が申請された事件については、職権で調停に付されたものと、責
任裁定が下されたものとに分けることができる。
第１に、調停が成立した事件について、どのような事件であったかと、調停
で成立した低周波音を含む騒音低減対策方法を紹介する。調停が成立した事件
の内容の収集方法に関しては、公調委ホームページに公表された調停書や概要
に依拠している。しかし、調停は非公開（公害紛争処理法３７条）であることか
ら、事件の概要や事件処理の経緯に関する簡潔な記述が掲載されているのみで
あるため、公調委の広報誌「ちょうせい」で公表された内容で補足できる部分
は補足を行った。「ちょうせい」では、事件を担当した審査官等が出席した《座
談会》から背景を知ることができる
（１）
。なお、ここでは、まず、参考事件として、
調停申請事件である、清瀬・新座低周波騒音被害等調停申請事件も取り上げ
る。なぜなら、この事件は、『手引書』にも影響を与えた先駆的な事件である
からである。
第２に、責任裁定が下された事件については、公調委ホームページに掲載さ
れた裁定書に依拠している。なお、横浜市における振動・低周波音被害責任裁
（１）「《座談会》～低周波音事件と今後の低周波音対策、紛争処理の在り方等～」ちょうせ
い第４５号（２００６年）２頁以下（以下、「座談会」という）。この座談会の出席者は、工学院
大学教授 塩田正純、（財）小林理学研究所 落合博明、公害等調整委員会事務局審査官
荒井真一、同 針塚尊、公害等調整委員会事務局次長 楊井貴晴（肩書は当時のものであ
る）である。
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定申請事件については判時１８２１号３頁以下にも掲載されている。ここでは、事
件の概要と裁定委員会の事実的因果関係及び受忍限度の判断方法を確認する。
２．調停成立事件
（１） 参考：清瀬・新座低周波騒音被害等調停申請事件
（平成１５年３月１１日調停成立）
（ i ） 経緯
平成１３年１０月、埼玉県及び東京都の住民１０名（申請人ら）が、申請人らの住
居に隣接する土地に建設された医療施設の運営法人（被申請人）に対して、同
施設屋上に設置された空調室外機・変電装置等から発生する低周波音を含む騒
音について、実効的な防音対策等為すべきであると主張して、埼玉県知事に対
して調停申請をした。本件で特徴的だったことは、室外機が工場などで使われ
るような大型機器だったことである。本件室外機は、１台の室外機に多数の室
内機が接続する、いわゆるマルチエアコンで大型の室外機が設置されていた
（２）
。
本件は、埼玉県と東京都にまたがるいわゆる県際事件であり、同年１１月に埼
玉県から公調委に送付された。
（ ii） 事件処理の経過
公調委は、調停委員会を設置し、現地調査を実施するなど調停手続を進め
た。
本件は、低周波音を含む騒音の改善が要請された事件であるが、近年、本件
のように住宅地域において空調室外機等から生じる低周波音等が問題となる事
例は増加している。しかしながら、従来の騒音対策だけでは対応しきれない面
（２）「座談会」４頁。
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もあり、効果的な対策の確立が求められている状況にある。
このため、調停委員会は、低周波音に係る音響分野及び対策分野の各専門家
を専門委員として委嘱するとともに、本件病院施設の設計業者、施工業者、空
調室外機メーカー、空調室外機設置業者に一同に集まってもらい、低周波音を
含む騒音の低減を図るための対策について、専門委員の助言を得て検討を進め
た。
検討の過程では、調停委員会として低周波音を含む騒音測定を実施し、その
周波数分析の結果から問題となる周波数成分が１００Hz及び５０Hzを中心とした
ものであることを確認した。本件では、「パターン測定
（３）
」および「体感調査」
（本件において初めて実施され、『手引書』にも導入された）が実施できたこ
とが有益であった
（４）
。その上で、考えられる低減対策を幅広く検討し、必要に応
じ実験等で効果を確認することにより、効果的な対策を見出すことに努めた。
こうした対策に係る検討結果を踏まえ、３月１１日の第３回調停期日において
当事者双方の合意が整い、調停が成立した。本件では、申請から調停成立ま
で、約１年半の期間を要した。
なお、本件では、既設置の機器の移設が建物の構造上困難という制約の下
で、技術関係者らの努力により、低周波音を含む騒音の低減対策が講じられる
こととなったが、およそ建物の建設に当たっては、建物設計関係者と設置機器
関係者との間で、事前に低周波音を含む騒音の周辺住宅地への影響を可能な限
り小さくするための検討をすることが必要であり、本件調停手続を通じて、そ
のことの重要性が再認識された。（以上、下線は筆者によるものである。）
（３） 発生源側で機械を１台ずつ、あるいはいくつかにグルーピングしてグループ毎に動か
して機械毎（あるいはグループ毎）の稼働パターンを決めて発生源を測定する。
（４）「座談会」５頁。
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（ iii） 合意された対策の概要
①空調室外機について、ファンの気流の排出口の改良、ファン相互の間仕切板
の設置等により、１００Hzを中心とした騒音の低減を図る。
②変電装置の排風機について、低周波成分も含めた低騒音型の機種に交換す
る。
③空調室外機の周囲に５０Hz及び１００Hzに対し音の干渉による低減効果を持つ
防音壁を新たに設置する。
（２） 深川市における低周波音被害責任裁定申請事件
（平成１６年７月７日調停成立→平成１７年６月１６日義務履行勧告申出→平成１８
年６月１５日義務履行勧告を行わない決定）
（ i ） 事件の概要
本件については、「座談会」３頁で、「発生源とされた室外機の騒音又は低周
波音を被害者（申請人）が感じられるかどうか疑問があるというレベル」で
あった事件であることが指摘されている。
本件は、北海道深川市の住民２人が、隣接するスーパーマーケット（共同組
合）を被申請人とし、被申請人が設置している空冷式冷凍機が発する低周波音
のため、動悸、不眠、めまい等の症状が発生し、心身に異常を来し、また、転
居を余儀なくされたとして損害賠償として、合計１，１１３万円及び平成１４年１月
１日から自宅における低周波音の測定値が８Hzと４０Hzの間で５０dBを下回る
日まで１か月当たり合計５４万５，０００円の支払いを求めた責任裁定申請事件であ
る
（５）
。
（５）「座談会」７―８頁に詳細が紹介されている。
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（ ii） 事件の処理経過
公調委は、裁定委員会を設け、４回の審問期日を開催し、低周波音に係る音
響分野の専門的事項を調査するために必要な専門家１名を専門委員に委嘱した
ほか、自ら現地に赴いて申請人宅及びその周辺における低周波音を含む騒音の
状況を調査し、また低周波音を含む騒音の調査等を専門とする会社に委託して
これら騒音の測定・分析を実施するなど、手続を進めた。この結果、申請人宅
周辺は、特に夜間においては大変静穏な場所であること、申請人宅内におい
て、冷凍機の稼働・停止に対応して音圧レベルの変動が見られるのは１００Hz
帯であることなどの事実が明らかになり、また、審理を重ねるにつれて、それ
が当事者の共通認識となるに至った。
このような審理経過を踏まえ、裁定委員会は、平成１６年６月３０日、本件につ
いては、当事者間の合意による解決が相当であると判断し、公害紛争処理法第
４２条の２４第１項の規定により職権で調停に付し（平成１６年（調）第２号事件）、
裁定委員会が自ら処理することとし、７月７日の第１回調停期日において、調
停案を提示したところ、当事者双方はこれを受諾して調停が成立し、同第２項
の規定により責任裁定は取り下げられたものとみなされ、本事件は終結した。
本件では、責任裁定申請から調停成立まで、約１年半の期間を要した。
その後、また被害があるとして、義務履行勧告の申出がなされたが、勧告を
行わない決定がなされた。
（ iii） 成立した調停の概要
①被申請人は、１／３オクターブバンド１００Hz帯の稼働音対策を目的として、平
成１６年８月１０日までに、被申請人店舗建物外にある冷凍室外機を、コンプ
レッサ部分については建物内機械室に、コンデンサ部分については同建物屋
上クーリングタワー付近に移設・更新する。
②申請人らは、本件のその余の請求を放棄する。
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（３） 荒川区における騒音・低周波音被害責任裁定事件
（平成１７年１１月２５日調停成立）
（ i ） 事件の概要
本件は「参照値」公表後に調停が成立した事件である。
平成１５年１１月６日、共同建物の区分所有者である東京都荒川区の住民３人
（申請人ら）が、同建物の他の区分所有者３人及び１階を賃借して営業する
スーパーマーケットを相手方（被申請人ら）として、責任裁定を求める申請を
行った。すなわち、申請人らは、同建物の２階に居住したところ、スーパーマー
ケットの冷凍冷蔵ケース、空調機の室外機などが申請人らの居住室脇に設置さ
れており、その室外機などから発生する騒音・低周波音により、不快感、身体
的不調などの健康被害を受けたことを理由として、被申請人らに対し、損害賠
償として、金２１９万円及びこれに対する平成１５年１１月６日から支払済みにいた
るまで年５分の割合による金員並びに同日から騒音・低周波が基準値を下回る
日まで１日あたり金２，０００円の支払を求めた。
（ ii） 事件の処理経過
公調委は、裁定委員会を設け、２回の審問期日を開催するとともに、騒音・
低周波音に関する専門的事項を調査するために必要な専門委員２名を選任した
ほか、現地調査を行い、騒音・低周波音及び振動の測定・分析調査を実施して
（６）
測定結果を報告書に取りまとめるなど、手続を進め、平成１７年１１月２５日、第３
回審問期日において、職権で調停に付し、裁定委員会が自ら処理することとし
た（平成１７年（調）第３号事件）。同日開催した第１回調停期日において、調
停が成立した。本件では、責任裁定申請から調停成立まで、約２年の期間を要
（６） 本件でもパターン測定が行われている、「座談会」５頁。
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した。
（ iii） 成立した調停の概要
①被申請人は、平成１７年１２月５日までに、別紙の斜線部分（２階のテラス部
分のうち、防音壁より西側）にある業務用冷暖房室外機３台の使用を停止し、
平成１８年１月末日までに、これらを撤去することとし、申請人らはこれに協力
する。但し、被申請人は、撤去工事の日程について申請人らと協議する。なお、
被申請人らは申請人らに対し、当該撤去以後、別紙の斜線部分に騒音の原因と
なる機械等を設置しないことを約束する。
②申請人らは、将来、被申請人が本件建物において使用する冷凍冷蔵ケース
室外機や第３項に定める空調設備の室外機を更新することを認める。但し、こ
の場合には、申請人ら住戸に対する騒音、振動、低周波音の影響を除去または
軽減する方法について双方誠意をもって協議し、被申請人は、申請人らの要望
に配慮して措置する。
③被申請人は、新たな業務用冷暖房室外機を別紙の場所に設置することと
し、申請人らはこれに同意する。但し、被申請人は、設置工事の日程等につい
て申請人らと事前に協議する。
④被申請人は、新たな業務用冷暖房室外機の設置に際し、架台の材質に留意
する等騒音・振動の発生の防止に努めることとし、新たに設置する業務用冷暖
房室外機が、窓を閉じた状態の申請人ら住戸の屋内でバンド中心周波数１Hz
から２００Hzにおいて「気になる－気にならない曲線」を超える騒音を生じさ
せた場合、吸音板を設置する等騒音の軽減のため必要な措置を講じるよう努め
る。
（４） 上尾市における騒音・低周波音被害責任裁定申請事件
（平成２３年９月１５日調停成立→平成２４年５月２９日義務履行勧告申出→平成２４
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年８月１６日義務履行勧告取り下げ）
（ i ） 事件の概要
平成１８年８月１７日、埼玉県上尾市の住民２人が、隣接する被申請人理・美容
院経営会社が建築した社屋及びその敷地内に設置されたエアコンの室外機等か
ら生じる騒音及び低周波音並びに被申請人従業員らの話し声や車のエンジン音
などにより、強い不快感や不眠症に悩まされるなど、日常生活に多大な支障を
被り、そのために多大な心痛や身体的苦痛を受けているとして、被申請人に対
し、過去に受けた損害の賠償金４６８万円及びこれに対する平成１８年７月１７日か
ら支払済みまで年５分の割合による金員、また、将来の損害につき同日から騒
音等が基準値を下回る日まで、１日あたり合計金３，０００円の割合による金員の
支払を求めた。
（ ii） 事件の処理経過
公調委は、裁定委員会を設け、２回の審問期日を開催するとともに、平成１８
年１１月６日、騒音及び低周波音と健康被害との因果関係に関する専門的事項を
調査するために必要な専門委員２人を選任したほか、現地調査、騒音・低周波
音の測定調査を実施するなど、手続を進め、平成２２年１月８日、職権で調停に
付し（平成２２年（調）第１号事件）、裁定委員会が自ら処理することした。平
成２３年９月１５日、第３回調停期日において、調停が成立した。本件では、責任
裁定申請から調停成立まで、約５年の期間を要した。
（ iii） 成立した調停の概要
本件で成立した合意内容について、公調委ホームページでは公表されていな
い。
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（５） 調停が成立した事件に関する小括
前項までの調停結果の検討から、次のような示唆および調停の利点を指摘で
きるのではないかと考える。
深川市における低周波音被害責任裁定申請事件のところで紹介した「座談
会」の指摘のように、因果関係の存否の疑わしいものについても、低減対策を
講じる内容の調整を成立させている。このことは、因果関係及び受忍限度を判
断する基準として、もっぱら感覚閾値・参照値のみに依拠することには問題が
あることを示唆しているのではないか。
また、調停については、次のような利点を挙げることができよう。騒音・低
周波音などの低減対策について、発生源について知識を有している被申請人
（加害者）側（「側」としたのは、清瀬事件のように、直接被申請人とはなっ
ていないが関係するメーカー等を含む意図である）が選択できることである。
さらに、義務履行について公調委が後見的に関与できる可能性がある
（７）
。
３．責任裁定が下された事件
次に、責任裁定が下された事件を検討する。裁定がなされたのは５件である
が、すべて棄却されている。
（１） 横浜市における振動・低周波音被害責任裁定申請事件
（平成１５年３月３１日（判時１８２１号３頁）、棄却）
（ i ） 事案の概要
申請人 Xらは、横浜市に所在する土地を賃貸し、同土地上の建物を店舗兼
住居とし、寝具と呉服の小売店を経営してきた一家３人である。同住居建物
（７） 川嶋教授は、民事訴訟における差止的救済の「救済選択権」が債務者に属すると主張
している、川嶋四郎『差止救済過程の近未来展望』（日本評論社、２００６年）２４４頁以下。
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（以下、本件建物という）の地下１８メートルには、平成１１年８月から運行を開
始した横浜市営地下鉄の列車が毎朝から深夜まで通過するようになった。
X１は平成１０年９月ごろ、心筋梗塞を患って一時入院したことがあり、X２は平
成７年１２月ころ通院し糖尿病の診断をうけており、当時よりめまいの症状も
あった。
Xらは、地下鉄からの振動と低周波音により、X１脳梗塞の症状を起こし入院
を余儀なくされ、X２は自律神経失調症の診断をうけ、また上記既往症が悪化
し、X３に自律神経失調症の健康被害及び精神的苦痛を生じたと主張して、国家
賠償法２条１項に基づき、被申請人（横浜市）を被申請人として総額５，０００万
円の損害賠償の支払いを求め、平成１３年１２月２７日に公調委に責任裁定を申請し
た。
なお、本件においては、裁定委員会による測定はなされていない。すなわ
ち、X１は、平成１２年３月に脳梗塞により入院、上記小売業を廃止し、Xらは、
本件裁定申請前である平成１３年３月に転居した。このため、本件振動及び低周
波の数値については、転居前の平成１３年１２月７日に横浜市から委託された業者
によりなされた測定の結果に主に依拠して、審理判断がなされた。測定結果
は、以下のとおりである。
横浜市は、基礎地盤コンサルタンツ株式会社に委託して、平成１２年１月１１日
午後３時３０分から午後５時３０分までの２時間（通過列車３６本）、本件土地内の
３地点において、振動、騒音及び低周波音の測定を行った。その結果、低周波
音及び騒音について、大きな値のほとんどは自動車等の通過によるものであっ
て、本件地下鉄の列車通過によるものと特定することができるものはなかっ
た。他方、振動測定では、３６本の通過列車のうち９本から１０本の列車の通過に
よる振動を特定でき、その振動レベルは３６dBから４２dBであった。
また、横浜市は、さらに応用地質に委託して、平成１２年７月１０日午後４時か
ら８時（夜間帯）及び（深夜帯）午後１０時から翌日午前２時の間、振動、騒音
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及び低周波音の測定を行った。列車通過時の振動レベルは、夜間帯及び深夜帯
を通じ、屋内１階で３５dBから４１dB、２階で３９dBから４７dBであった。低周
波音測定結果の周波数分析について、地下鉄列車５本の通過時の屋内低周波音
圧レベルの平均値は、１階では、中心周波数１０Hzで４９．３dB（参照値は G特
性音圧レベル９２dB）、２５Hzで５０．４dB（参照値は７０dB）、６３Hzで５４．０dB（参
照値は４７dB）、８０Hzで５２．９dB（参照値は４１dB）である。２階では、１０Hz
で最高値を示し、２地点それぞれ、６２．９dBと６２．１dBであった。
（ ii） 裁定要旨
・低周波音の閾値及び健康影響に関する知見の検討
近年、感覚閾値を下回る低周波音音圧レベルであっても、低周波音症候群と
いう疾病が存在することなどが主張されている
（８）
。そこで、裁定委員会は、感覚
閾値を下回る低周波音による健康影響の有無の判断にあたって、環境庁「低周
波空気振動調査報告書」（昭和５９年１２月）（本稿「一．６」でも言及した）に依
拠するほか、職権により、同報告書の公表以降に発表された低周波音による健
康影響についての国内外の医学文献などを検索し、その評価を専門家の協力を
得て行い、「低周波音の健康影響に係る文献評価調査（平成１４年３月）」として
まとめた。
そして、これらを根拠に、次のように感覚閾値を下回る低周波音による健康
影響を否定した。
「以上の文献調査の結果によれば、感覚閾値あるいは個々人における音を感
知する閾値を下回る低周波音圧レベルによる健康影響の有無に関する確かな調
査研究は、疫学研究においても、また、動物実験を含む実験研究においても、
（８） 本事件で主として取り上げられたのは汐見文隆医師の見解であり、村頭著２３６頁以下
でも、「環境省等の主流派」の見解と汐見説との見解の違いについて検討されている。
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未だ行われていないというべきである。また、低周波音に長期間曝露した場合
の健康影響あるいは短期間曝露と長期間曝露との比較に焦点を当てた強い根拠
をもつ調査結果はなかったというべきである。したがって、感覚閾値あるいは
個々人の閾値を下回る音圧レベルによる健康影響を認めるに足りる知見はいま
だ存在しないというほかない。」
・本件地下鉄の列車の通過によって発生していた低周波音及び振動と申請人ら
の健康不調との因果関係（到達の因果関係）
（１） X１の疾病の原因
脳梗塞は、「医学知見上、脳血管の血流障害によって発生するものであると
認められる（公知の事実）ところ、本件地下鉄の列車の通過によって発生して
いた振動や低周波音によって、このような脳血管の血流障害が起きるというこ
とを認めるに足りる証拠はない。」
（２） X３の訴える症状の原因
「屋内一階で４１dB以下、２階で４７dB以下という振動レベルは、一般には
低レベルのものであり、X３が振動を感ずることがあったとしても、健康影響を
生ずる程度のものとは認められない。また、汐見医師自身も、胃の不調感と
いった X３の愁訴まで低周波音症候群に入れることは難しいという趣旨の意見
を述べている。以上によれば、X３が訴える症状の原因が、本件地下鉄の列車の
通過によって発生していた振動や低周波音にあると認めることはできない。」
（３） X２の健康不調の原因
「汐見医師は、本件建物二階において、本件地下鉄の列車通過時に、１０Hz
で約６２dB、１２．５Hzで約６１dBの低周波音が発生し、……この周波数領域にあ
る低周波音が同申請人らの低周波音症候群を引き起こしたものとしている。」
しかし、「本件２階で発生しているという前述の低周波音圧レベル（パワー
平均は……１０Hzで６２．９dBと６２．１dBである。）は、別図１『低周波音領域に
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おける感覚、聴覚閾値』における数値（感覚閾値）から２０数 dBも下回るもの
であり、また、別図２『最小可聴値の平均値と偏差』における最小可聴最低値
からでも１０数 dB下回っていることが認められる。したがって、申請人X２が、
上記の周波数領域の音を感知したと認めることは困難であるといわざるを得な
い。」
「また……現時点において、感覚閾値以下の低周波音による健康影響を強い
根拠をもって肯認するに足りる知見がないことに照らすと、X２が、感覚閾値を
大幅に下回る上記の周波数領域の音によって心理的、生理的影響を受けたと認
めることはできないものといわざるを得ない。」
（ iii） 本裁定の特徴
本件は、『マニュアル』が公表される以前に測定がなされ、『手引書』が公表
される前に下された裁定である。
本件は、長期曝露の事案といえるが、すでに転居していることから、事実調
査としての測定ができなかったため、体感調査も行われていない。そこで、転
居前に被申請人の委託で行われた測定結果に依拠して審理を行い、感覚閾値を
下回る低周波音圧レベルによる健康影響を認めるに足りる知見が存在しないこ
とをもって、事実的因果関係（到達の因果関係）が否定された。
（２） さいたま市における騒音・低周波音被害責任裁定申請事件
（平成２１年３月３０日、棄却）
（ i ） 事案の概要
申請人は、平成７年ころから平成２０年３月頃まで、さいたま市南区に所在す
る木造の借家用家屋（以下「申請人宅」という）に妻とともに居住し、美術作
家として制作作業を行っていた。
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被申請人 Aは、申請人宅、および申請人宅と解体された家屋が存する土地
（以下「本件土地」という）の所有者である。被申請人株式会社 Bは、不動
産の売買、仲介、斡旋、賃貸及び管理並びに土木、建築工事の調査、設計、施
工、監理及びその請負等を目的とする株式会社である。
被申請人 Bは、被申請人 Aとの間で、３階建てのワンルームマンション建
築工事請負契約を締結し、同契約に基づき、本件土地において、平成１９年６月
１３日から同月１６日までの４日間及び１１月８日から同月３０日までの日曜祝日を除
く１９日間、重機（バックホウ等）を用いて、既存建物４棟を解体した上、１２月
４日から同月６日までの３日間、本件土地内の２か所において、地質調査のた
めのボーリングを行った（以下、これらの工事を「本件工事」と総称する）。
これに対し、申請人が、申請人退去後に解体工事を始めると説明していたの
を変更し退去前の平成１９年６月に開始したこと、本件工事に伴う騒音又は低周
波音により、耳鳴り、感音難聴、頭痛等の健康被害を受け、肉体的・精神的苦
痛を被ったと主張し、被申請人らに対し、慰謝料３００万円を含む総額３１０万４２０
円（治療費１万５，５８０円、交通費３，４００円、休業損害２万８，５３０円、騒音及び低
周波音被害に対する対策費５万２，９１０円、慰謝料３００万円）の損害賠償を求め、
平成２０年２月１日に責任裁定を申請した。
（ ii） 裁定要旨
・本件工事に伴う騒音又は低周波音により、申請人が被害を受けたか否か（因
果関係について）
①健康被害について
申請人は K医師の意見書を提出したが、K医師は、直接診察せず、申請人
から症状や低周波音の発生状況等を記した書面の交付を受け、これに基づいて
意見書を作成したことから、裁定委員会は、申請人の健康状況や生活環境の具
体的事実に基づいて導き出された判断と見ることはできない、とした。
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「かかる意見書の作成経緯及び判断過程に加え、そもそも、低周波音症候群
については、K医師自身が認めるように、病態や発生機序に未解明な部分が多
く……、低周波音への暴露が身体に与える影響については、今後の研究によっ
て更に解明されるべき部分が大きいといわざるを得ないことをも考慮すれば、
K医師の意見書の結論を直ちに採用することはできない。
そして、このほかに本件工事に伴う騒音又は低周波音と申請人の上記健康被
害との因果関係を認めるに足りる的確な証拠はない。」
②精神的苦痛について
精神的苦痛については、事実的因果関係を認めている。
「もっとも、証拠……及び審問の全趣旨によれば、本件工事の際、申請人の
感覚閾値を超える低周波音を含む騒音（以下、単に「騒音等」という。）によっ
て、申請人は、いらだちや不快感といった精神的苦痛を受けたことが認められ
る。」
・本件工事に伴う騒音又は低周波音により申請人の受けた被害が、一般社会生
活上受忍すべき限度を超えるものであったか否か（精神的苦痛に関する受忍
限度について）
受忍限度超過の有無の判断枠組みについては、次のように、大阪国際空港事
件最高裁判決の枠組みを踏襲している。
「本件工事に伴う騒音等により申請人が受けた被害が受忍限度を超えるか否
かは、侵害行為の態様、侵害の程度、被侵害利益の性質とその内容、侵害行為
の持つ公共性ないし公益上の必要性の内容と程度等を比較検討するほか、侵害
行為の開始とその後の継続状況、その間に採られた被害の防止に関する措置の
有無及びその内容、効果等の諸般の事情を総合的に考慮して、一般社会生活上
受忍すべき限度を超えるか否かにより判断するのが相当である（最判昭和５６年
１２月１６日民集３５巻１０号１３６９頁参照）。」
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そして、判断結果としては、次のように受忍限度超過を否定している（な
お、下記の「 」内における①ないし⑤の番号は筆者が加筆したものである）。
「以上の①被侵害利益の性質とその内容並びに侵害行為の態様及び侵害の程
度に加え、②社会通念上、被申請人らには本件工事の早期実施を必要とするに
足りる一定の合理的な理由があると認められること、③本件工事の開始に至る
経緯及び工事開始から中断までの間において、被申請人らの対応に不誠実な点
があったと評価することはできないこと、④本件工事の再開の経緯において、
被申請人らの対応に適切さを欠いていたといえる部分はあるものの、被申請人
らは、本件工事に伴う騒音等の発生について一定の配慮をしていたというべき
であるし、８月２８日の確認事項又はそれまでの経緯を一方的に無視して本件工
事を再開したとまで評価することはできないことをも併せて考慮すれば、⑤本
件工事現場が閑静な住宅街に位置しているとしても、本件工事に伴う騒音等に
より申請人の受けた被害が、一般社会生活上受忍すべき限度を超えるもので
あったとまでは認められない。」
ここで、①③④⑤の具体的事情を検討しておこう（以下の頁数は、公調委
ホームページに掲載された裁定書の頁数である）。
①「侵害行為の態様及び侵害の程度」（１４頁）において、「暴露した騒音等の
程度」（１６頁）は次のように認定されている。
まず、受忍限度超過の有無を判断するに当たっての測定場所について、申請
人は美術作家として自宅で制作作業を行っていたので、屋外での重機近傍にお
ける騒音等の程度ではなく、申請人宅内で窓を閉めた状態における騒音等の程
度であるとしたうえで、次のように参照値を超えた場合に精神的苦痛が生じる
としている。
さいたま市職員が行った低周波音測定結果について、６月１５日の１／３オク
ターブバンドの中心周波数分析では、中心周波数６３Hzにおいて卓越周波数が
見られ、その数値は６６dBから約７１dBであり、参照値の４７dBを大きく超え
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ていた。また、騒音レベルは５０dBから５５dBであった。これらの事情を総合
的に勘案して、「騒音等」は、いらだちや不安感といった一定の精神的苦痛を
与える程度であると認定された。
申請人が行った１１月２９日の低周波音測定では、中心周波数６３Hzで約７４dB、
８０Hzで約５９dBと、参照値の４７dB、４１dBを大きく超えていることが認定さ
れ、その他の事情と総合考慮され、「騒音等」は一定の精神的苦痛を与える程
度のものであるとされた。しかし、６月における１９日間の作業日の大部分につ
いては、これを下回る騒音等の暴露状況であると推認されている。
申請人が行った１２月の測定では、中心周波数２０Hzで５２dBであり参照値を
大きく下回っていることから、これに暴露したことにより精神的被害が生じた
と認めることはできないとされた。
③④「侵害行為の開始とその後の継続状態及び被害防止に係る措置等につい
て」（２２頁）は、次のとおりである。
（ア）平成１９年５月１１日に解体工事を６月ないし７月に行う旨を申請人に連絡
し、また変更後の建築計画を説明し（工事１か月前での説明である）、６月１４
日からバックホウによる解体作業が行われた。これには、不誠実な点があった
とは評価できない。
（イ）申請人の苦情を受け、警察官及びさいたま市職員が現場に赴いたが、こ
れらの注意を無視して工事継続されたと認めることはできない。
（ウ）申請人からの苦情に対し真摯な対応をとるため、６月１６日の解体作業を
もって本件工事を一時中止し、８月２８日の話し合い（この際、手壊しで解体す
ることが話題に上った）を経て、被申請人らの費用による代替住居への一時避
難を提案した
（９）
。申請人がこの提案を非難したので、話し合いは困難であると判
（９） この提案は、具体的には次のようなものであった。すなわち、「①一時避難用の代替
住居として、申請人宅から徒歩約３分、木造２階建て、居宅面積８４．７４m２、駐車場付きの
物件を用意していること、②代替住居への一時避難を受け入れるか否かについて、同書面
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断し、被申請人は１１月８日に工事を再開した。その他、バックホウを変更しエ
ンジンの定格出力を抑え、防音シートを用いるなど騒音等の低減措置をとっ
た。これらの事情を総合して、一方的に工事を再開したとまで評価することは
できない。
⑤「地域性について」は、閑静な住宅街に位置し、喧噪のある地域よりも一
層の配慮が期待されていたとしている。
これらの事情を総合考慮して、上記のように受忍限度超過は認められないと
判断したのである。
（ iii） 本裁定の特徴
本件は、すでに騒音などが止んだ後に申請されたものであるため、裁定委員
会による測定は行われなかった事件である。
本件においては、申請人が健康被害とならび「精神的被害」を申請し、裁定
委員会は精神的被害に関する事実的因果関係の存在を認めた点に特徴がある。
健康被害に関する事実的因果関係の存否については、意見書を作成した医師
が直接診察していないこと、および、低周波音症候群の発生機序が未解明であ
ることを理由として、否定している。感覚閾値や参照値などを判断基準として
いない。
これに対して、精神的苦痛に関しては、騒音「等」として、騒音と低周波音
による被害を一体的に判断している。なお、窓を閉めた状態で参照値を超えて
到達後１週間以内に連絡頂きたいこと、③申請人において適当と思われる物件があれば、
賃料（共益費込み）で上限１０万円以内であれば負担する用意があること、④同書面到達後
１か月経過後に、本件工事を再開すること、⑤申請人が主張する治療費、慰謝料、代替住
居で使用する家財道具などの諸費用の支払には応じられないこと」という内容であった。
この提案に先立ち、申請人から一時避難を受け入れる条件として、「迷惑料として２００万円
を支払うこと」などが提示されているが、過大な要求であると考えられる。
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いることが、受忍限度超過を判断する際の「重要な」判断因子であるかについ
ては、検討課題であると考える
（１０）
。
（３） 中野区における道路換気所からの低周波音による健康被害等責任裁定申請事件
（平成２４年５月２４日、棄却）
（ i ） 事案の概要
申請人は、中野区の建物（申請人宅という）に昭和６２年より居住しており、
道路 Q線 R換気所機器が稼働する平成１９年１２月までの約２０年間、健康状態は
良好であった。
被申請人は、首都圏における都市高速道路の建設・管理、駐車場・高架下施
設の建設・管理などを業とする株式会社である。被申請人は、平成１９年１２月２２
日に、トンネル構造で新設した Q線の供用を開始し、トンネル内の換気のた
めに設置した道路換気所（R換気所という）の機器の稼働を開始した。
これに対し、R換気所から発生する低周波音により、申請人らは不眠症等の
健康被害を受け、他所の賃貸マンションに転居せざるを得なくなったとして、
被申請人に対し、平成２２年８月２０日、損害賠償金総額１，２３４万５，００６円及び遅延
損害金の支払を求めて責任裁定を申請した。
（ ii） 裁定要旨
・R換気所機器の稼働は、申請人らの健康被害をもたらす低周波音の発生源か
裁定委員会は、主として申請人らの対応ないし行動と、調査結果の評価か
ら、事実的因果関係（到達の因果関係）を否定している。
申請人らの対応ないし行動について、①深刻な健康被害を訴える申請人ら
（１０） 村頭著 ３５８―３５９頁。
低周波音による健康被害と事実的因果関係および受忍限度判断の現状
65
が、受診した際に、診断書の作成をしてもらわず、担当医師の原因不明との判
断のまま放置していること、②低周波音の測定結果を書証として提出していな
いこと、③低周波音について独自に学習していること、ないし専門家でないも
のから助言を受けていること等から、申請人らの認識の形成過程に「予断が相
当程度寄与したものと考えざるをえない」と判断し、①ないし③等から、「低
周波音の発生源は R換気所機器の稼働であるとの主張はにわかに採用するこ
とができない」と判断した。
参照値の扱いについては、次の立場を採った。
裁定委員会は、「参照値は、苦情の申し立てが発生した際に、低周波音によ
るかを判断する目安として示されたものである」ので、参照値を参考に判断す
ることと、発生源の稼働状況と苦情内容の対応関係の有無が重要である、とい
う立場を採った。そのうえで、①測定結果が参照値を大きく下回ること、及
び、②体感調査の結果（『手引書』の「対応関係の有無」）から、低周波音の発
生源は別原因にあると判断した。
測定結果は以下のとおりであった。被申請人側測定調査については、R換気
所側と申請人ら宅内で周波数的な対応関係がなく、G特性音圧レベルと１／３オ
クターブバンド音圧レベルともに、参照値を大きく下回っている。
中野区測定調査についても、G特性音圧レベルと１／３オクターブバンド音圧
レベルともに、参照値を大きく下回っており、体感調査でも対応関係を認めら
れなかった。
職権調査については、次のとおりである。申請人宅リビングでは、６３Hz以
上の周波数で音を聞き取れる可能性があるが、参照値を下回っているので、苦
情が低周波音による可能性は低いと評価された。一方、洗濯置場付近では、５０
Hz以上の周波数で音を聞き取れる可能性があり、６３Hzで参照値を上回って
いるため、苦情が低周波音による可能性があるが、リビング、洗濯置場付近と
もに、R換気所機器との周波数の対応関係が見られないことから、別の発生源
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（道路騒音等）の可能性があると評価された。
（ iii） 本裁定の特徴
本件は、周波数の対応関係がない事例であり、低周波音による被害の可能性
があっても、別原因（通りからの道路騒音や、申請人ら宅周辺設置されている
空調用室外機等）による低周波音の可能性が考えられた事件であった。このこ
とは、さまざまな音にあふれている現代においては、低周波音による健康被害
は、純音が入り混じった複合音によって発生することが多いであろうから、責
任裁定という枠組みで被害の原因を究明することが困難であることを示してい
るともいえる。
また、本裁定で指摘されているように、本件は申請人の予断が寄与したもの
とも考えられるが、低周波音被害について未解明な部分および調査方法・結果
の評価方法にも専門家の争いがあることを考えると、一般論として法学を含め
諸領域でのさらなる研究と低周波音の知識に関する広報活動が必要である。
（４） 甲州市における工場からの騒音・低周波音責任裁定申請事件
（平成２５年５月２８日、棄却）
（ i ） 事実の概要
本件においては、騒音に関する測定結果および判断についても必要な範囲で
採り上げる。低周波音被害に関しては、被害を訴える者が、感覚閾値を下回る
低周波音がその原因であると主張していても、実際は、より高い周波数領域に
感覚閾値を上回る部分があり、その音が何らかの健康被害を発症させている可
能性がある場合がある。本件は、１００Hz以上の周波数についての被害の可能
性があった事件であるが、本裁定はこれについて受忍限度内であるとの判断を
下したので、参考までに騒音に関する判断も取り上げることにする。
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申請人は、甲州市に居住している者であり、被申請人は、飲料水、清涼飲料
水の製造・販売並びに輸入等を営む会社であり、平成２０年頃から申請人宅の隣
接地でミネラルウォータ工場（以下「本件工場」という）を稼働させている。
本件工場の操業時間は、おおむね平日（月～金曜日）午前８時３０分から午後５
時３０分までであり、繁忙期の７月及び８月は月１５日程度、それ以外の月は不定
期に夜間操業（午後５時３０分から午前２時３０分）している。また、東日本大震
災後に約３か月にわたり、ほぼ毎日２４時間稼働していた。
なお、申請人宅と本件工場が存在する地域は、騒音規制法上の指定区域に含
まれておらず、規制基準（例えば、第二種騒音規制区域の夜間で４５dB）の適
用はない。
申請人は、平成２１年頃から本件工場から発せられる低周波音を含む騒音につ
いて、被申請人に苦情を述べるようになった。これに対し、被申請人は、受電
設備の内側に防音材を設置し、周囲に囲いを設置したほか、トランス１基を交
換し、コンプレッサーには振動吸収マットを設置するなどしたが、申請人の苦
情との関係ではほとんど効果がなかった。
申請人は、平成２２年頃、山梨県公害審査会に調停の申し立てを行ったが、調
停は不成立となった。本事件は、申請人が、受電設備や工場内の操業中の機械
などから低周波音を含む騒音が発生しており、８０Hzでは参照値に相当接近
し、かつ１００Hz付近にピークがあること、また、参照値を下回る低周波音で
あっても人に身体的な影響を与えないことが科学的に解明されているわけでは
ないこと、さらに、騒音について等価騒音レベルが４５dBを超えているとし
て、頭痛、耳鳴り、睡眠不足による体調不調などの健康被害を被ったと主張し
て、平成２３年１２月２７日、不法行為に基づき治療費１万２，１２０円、文書料３，１５０
円、慰謝料２０万円の合計２１万５，２７０円の損害賠償を求めた事件である。
測定結果については、次のとおりである。
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低周波音について行われた３回の測定［裁定書の表１～３を参照。①平成２２
年９月１７日（甲州市による測定、測定場所：受電設備直近及び申請人宅）、②
平成２２年１１月１９日（申請人側による測定、申請人宅、この測定の際には体感の
聞き取りも行われた）、③平成２４年７月５日（申請人側による測定、受電設備
付近、騒音についても測定が行われた（４２dB））］では、受電設備直近では周
波数５０Hz以上、申請人宅側では８０Hzの帯域で感覚閾値を上回る部分が見ら
れたものの、低周波音域全体がほぼ感覚閾値以下である。また、すべての測定
結果において参照値及び G特性音圧レベル９２dBを下回っているが、１００Hzの
帯域に卓越（４３．２dB）がみられた。騒音については、●１平成２３年９月６及び
７日の夜間操業時の測定ではいずれの時間帯でも LAeq４５dBを超え、●２夜間
操業を行っていない平成２４年２月１６及び１７日の測定では３０dB前後で推移し
た。
（ ii） 裁定要旨
・受忍限度（違法性）に関する判断
① 低周波音について
「前記認定に係る低周波音の測定結果……によれば、低周波音域では、いず
れの周波数帯でも参照値を相当下回っていることが認められ、しかも、申請人
宅内における測定結果では、低周波音域全体がほぼ最小可聴値以下であるか
ら、受電設備その他の本件工場の設備から発生した低周波音が、申請人宅に伝
播したときに心身への影響を生じ得るようなレベルであるとは認められな
い。」
「一般に低周波音は、１／３オクターブバンド中心周波数１ Hzから８０Hzの帯
域に属する音をいうから……１００Hz帯の音は、こうした低周波音の領域に属
するものではない。」
「したがって、申請人宅の内外では問題とすべき低周波音は発生しておら
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ず、受忍限度を検討するまでもなく、申請人の主張には理由がない。」
② 騒音について
裁定委員会は、測定結果から、①受電設備から発せられる騒音レベルは本件
工場敷地境界で４２dBであること、②工場の稼働音全体は４６ないし４８dB程度
であり、これを夜間の騒音としてみた場合には、第二種騒音規制区域の規制基
準４５dBを超えるが、外部の音が建物内に伝播する際には騒音レベルが相当低
減されること、③夜間恒常的に稼働音が発生している状況にないこと、④一定
の騒音対策を講じていること、を認めたうえで、次のように違法性を否定し
た。
「これらの事情を総合すると、平成２１年７月ころまでは午後１０時を越える操
業が相当日数に及んでいたとしても、本件工場の操業によって申請人が受けた
騒音被害が社会生活上受忍すべき程度を超えるものということはできず、被申
請人が一定の騒音を発生させていることが違法であるということもできない。」
「なお、申請人が計画している防音パネルの設置については、一定の騒音低
減効果が見込まれるから、当裁定委員会としても、受忍限度に関する判断とは
別に、実現することが望ましいと考える。」
（ iii） 本件の特徴
本件においては、職権による測定は行われていないようである。
本件においては、感覚閾値、参照値が事実的因果関係の判断基準とされてい
る。申請人は、「参照値を下回る低周波音であっても、人に身体的な影響を与
えないことが科学的に解明されているわけではない」と主張していた。これに
対し、本裁定では、参照値を相当下回ること、及び、ほぼ感覚閾値以下である
ことを理由として、「心身への影響を生じ得るようなレベルであるとは認めら
れない」と述べて発現の因果関係を否定し、「受忍限度を検討するまでもない」
と述べている。しかし、「一」で述べたように、環境省の見解でも感覚の個人
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差を考慮すべきとしている。
また、本件では１００Hzに卓越がみられることから、１００Hz以上の騒音等の
低周波音以外の要因による可能性も考えられる事件であるが、騒音測定結果と
騒音対策などを総合考慮して受忍限度内と判断されている
（１１）
。
（５） 深谷市における工場操業に伴う騒音・低周波音被害責任裁定申請事件
（平成２５年１０月１７日、棄却）
（ i ） 事件の概要
申請人及びその夫 aは、昭和５２年１月ころ、埼玉県深谷市所在の土地上に木
造平屋（以下「申請人宅」という）を建築し、後述のように平成２１年に転居す
るまでそこで生活していた。
被申請人は、ビニル及びその他の合成樹脂の加工並びに販売をなすこと等を
目的とする株式会社であり、埼玉県深谷市に第一工場及び第二工場（以下、こ
れらを併せて「本件工場」という）を所有し、本件工場において、合成樹脂の
製造・研究開発を行っている。第一工場は昭和４３年１２月に操業開始、第二工場
は平成３年に建設が開始され平成６年７月に操業開始された後、両工場とも次
第に規模を広げている。また、本件工場は２４時間操業されている。
申請人は、平成１２年４月頃から入眠障害などの症状があって通院するように
なったが、平成１３年７月には、不眠、首筋の痛み、頭重感、頭痛、肩こりなど
の症状がある旨を被申請人に書面で伝え、その後、平成１８年１１月には単身でア
パートで生活するようになり、平成２１年１１月に夫婦で転居するまでに、圧迫
感、めまいや手の痺れ、耳鳴り等の症状を発症している。なお、平成１６年には、
椎骨脳底動脈循環不全の疑いがあると診断されている。
（１１）『手引書』の「手引」１６頁、「解説」４頁、村頭著 ２２９―２３０頁。
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そこで、申請人は、本件工場からの騒音・低周波音により睡眠障害等の健康
被害を発症し、最終的に申請人宅からの退去を余儀なくされたとして、平成２１
年７月３日、被申請人に対し、不法行為に基づいて、肉体的・精神的苦痛に対
する慰謝料（いわゆる包括的慰謝料）７２５万円、防音対策費２１万２，０８０円、アパー
ト生活によって発生した費用１２８万５０円、自宅の利用価値低下による損害４０万
円、の総額９１４万２，１３０円の損害賠償を求めて責任裁定の申請をした。
（ ii） 裁定要旨
・騒音・低周波音の程度について（到達の因果関係について）
本裁定では、１００Hzから１０，０００Hzを騒音領域、１Hzから１００Hzを低周波
音領域とし、事実的因果関係の有無を判断している。
職権調査結果から、騒音領域及び低周波音領域の音源探査測定時各測定点ス
ペクトル比較によれば、１４Hz付近、２４Hz付近、４２Hz付近、４９Hz付近、３００
Hzの周波数において音源探査測定点、申請人宅敷地境界、申請人宅で対応関
係がみられ、特に２４Hz付近、４２Hz付近、３００Hzにおいては、測定を行った
大部分の時間において申請人宅で上記周波数の卓越周波数が見られたことなど
から、「本件工場からの騒音・低周波音が申請人宅に伝播していることが認め
られ」た。
そのうえで、本件工場からの低周波音の程度について、次のように、感覚閾
値を超える低周波音があったこと、および、申請人宅裏庭でのみ参照値を超過
していたことを推認している。
「平成１３年ころから申請人宅内において ISO２２６あるいは低周波音の感覚閾
値を超えるような低周波音があった可能性は否定されず、平成１４年以降は周波
数によっては ISO２２６あるいは低周波音の感覚閾値を超える低周波音があった
ものと推認され、また、申請人宅裏庭では、周波数によっては参照値を超える
ような低周波音があったものと推認される。」
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・本件工場からの騒音・低周波音によって申請人の主張する健康被害は発生し
たか（発現の因果関係）
本裁定では、上述のように感覚閾値超過の可能性から、申請人が本件工場か
らの低周波音を感知していた可能性は否定できないとしたうえで、次のように
発現の因果関係の存在を否定した。
①窓を閉めた状態であれば、申請人宅内で参照値を超過していなかったこ
と、②本件工場周辺に存在する住宅２６戸中、被害を訴えているのは２名にすぎ
ないこと、③睡眠障害は心因性のものである可能性が疑われること、④めま
い、手の痺れなどは中枢性のめまい症や椎骨脳底動脈循環不全の疑いがあると
診断されていること、などから、「本件工場からの低周波音と申請人の主張す
る健康被害との間に因果関係は認められない。」と判断した。
なお、裏庭で参照値を超える測定結果があることについては、「参照値は、
小さい静かな地域の家屋内で発生している低周波音に関する苦情に対応するた
めの目安であって……、家屋外の苦情を判定するのに有益な基準を提供するも
のではない。」と、環境省の立場を確認している。
（ iii） 本裁定の特徴
本件は、長期曝露の事案であり、また、申請人は健康被害と精神的苦痛をい
わゆる包括的慰謝料として請求したものである。
本裁定では、被申請人が行った平成１３年より平成２１年まで毎年にわたる測定
データに加え、職権調査が行われている。この職権調査結果では、窓を閉めた
状態で参照値を下回ることが重視されており、また、健康被害は他原因（椎骨
脳動脈循環不全など申請人自身の疾病）によるものであるとされた。
本件では、被害者人数について２名であることも因果関係否定要素として挙
げられているが、「一の１１」で紹介した京都地判平成４・１１・２７では、同居家
族にすら原告と同様の現れていない事実があっても、生活状況の違い及び個人
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差を理由として因果関係を肯定している。因果関係の有無については、被害者
の多少が重要な判断因子となるか否かは事案によって異なるであろうし、低周
波音被害では、人数よりも生活状況や住居の位置関係等の方が重視されるべき
であると思われる。
三．まとめ――低周波音による健康被害における因果関係認定の困難性
と今後の課題
最後に、「一」での説明と、「二」での調停が成立した事件および責任裁定が
下された事件の紹介から得られた低周波音による健康被害の現状とその問題点
をまとめておこう。
第１に、責任裁定がなされたすべての事件において、健康被害に関する事実
的因果関係が否定されていることである。公調委ホームページによると、責任
裁定が申請された件数は、８件であり、そのうち３件は調停が成立しているの
で、最終的に責任裁定がなされたのは５件となる。この５件は、結果としては
すべて棄却されており、事実的因果関係があるとされ、受忍限度判断まで行わ
れた事件は、さいたま市における騒音・低周波音被害責任裁定事件のみであ
る。しかし、この事件についても、健康被害に関する発現の因果関係について
はその有無を否定されており、騒音と低周波音を含んだ一体的被害の型（「騒
音等」）において、精神的苦痛に関する事実的因果関係が認定されたものであ
る。したがって、これまで問題とされてきた騒音や振動といった生活妨害型の
判断枠組みと比べて新規性はないということが指摘できる。今後は、低周波音
によってイライラ等の精神的苦痛が発生する構造は騒音とは異なる可能性もあ
るので、低周波音単独での因果関係及び受忍限度の判断方法が検討されるべき
であると考える。ここでは、感覚閾値や参照値と精神的苦痛発生との関係が大
きな問題となろう。
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第２に、申請人が責任裁定を申請した事件であっても、職権で調停に付され
ることが多いことである。上述の第１で指摘したように事実的因果関係が否定
されていることと関係すると思われるが、被申請人側の設備が低周波音被害の
発生源であると公調委が考えた場合、「低周波音による被害の発生を防止す
る」という最終的な解決方法にふさわしい処理方法が選択されているといって
よいであろう。専門家が関与した調停によって低周波音防止対策が決定される
ことに加えて、その後の義務履行勧告制度の利用を通じて、司法制度とは異
なった、柔軟な対応がなされ得るといってよい。
第３に、参照値は事実的因果関係の有無を判断するに際して、最重要因子と
して扱われていることである。特に、環境省の『手引書』で指導されているよ
うに、「窓を閉めた状態」での居室での測定値との比較がなされている。しか
し、前述したが、「窓を閉めた状態」を不法行為における事実的因果関係ない
し受忍限度超過の判断要素として位置づけてよいかは、なお検討の余地がある
と考える。
第４に、長期曝露についてである。「一」で紹介した裁判例のように、事実
的因果関係の有無に際し短期曝露と長期曝露を区別して判断するものがあった
が、公調委の責任裁定では長期曝露の際の感覚閾値について、配慮がなされて
いない。
このように、一方では、公調委による責任裁定では、その制度を生かして調
停によって適切な紛争処理が図られている。しかしながら、他方では、責任裁
定でも、民事訴訟で構築された不法行為法枠組みを利用しているため、低周波
音による健康被害という新しい問題に対応しきれていないという課題がある。
今後の研究課題の一つとしては、低周波音に関する公調委の原因裁定や裁判例
も取り上げ、どのような状況でどのような具体的被害が訴えられているかを調
査検討し、不法行為責任の判断枠組みを構築することが、挙げられるだろう。
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公害等調整委員会に申請された責任裁定申請事件の一覧表
??
裁定（調停）
年月日
事件名・申請
番号
??
被侵害利益
の種類
結果 因 受
???
?
平成１５年３月１１日
調停成立
清瀬・新座低周
波騒音被害等調
整申請事件、（公
調委平（調）３
号）
１０ 調停
成立
― ―
??
平成１５年３月３１日
（判時１８２１号３頁）
横浜市における
振動・低周波音
被害責任裁定申
請事件（平成１３
年（セ）第２号）
?
健康
分離型
棄却 健康＝
到×
―
??
? 平成１６年７月７日
調停成立→平成１７
年６月１６日履行勧
告申出→平成１８年
６月１５日履行勧告
を行わない決定
深川市における
低周波音被害責
任裁定申請事件
（平成１４年（セ）
第１号）
?
健康 調停
成立
― ―
??
? 平成１７年１１月２５日
調停成立
荒川区における
騒音・低周波音
被害責任裁定事
件（公調委平１５
（セ）３号）
?
健康 調停
成立
― ―
??
平成２１年３月３０日 さいたま市にお
ける騒音・低周
波音被害責任裁
定申請事件（平
成２０年（セ）第
１号）
?
健康＝分離
型
精神的苦痛
＝「騒 音
等」一体型
棄却 健康＝
到×、
精神的
苦痛＝
到○
発○
健康―
精神的
苦痛×
??
? 平成２３年９月１５日
調停成立→平成２４
年５月２９日履行勧
告申出→平成２４年
８月１６日履行勧告
取り下げ
上尾市における
騒音・低周波音
被害責任裁定申
請事件（平成１８
年（セ）第３号）
?
健康 調停
成立
― ―
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??
平成２４年５月２５日 中野区における
道路換気所から
の低周波音によ
る健康被害等責
任裁定申請事件
（平成２２年（セ）
第７号）
?
健康
＊注１
棄却 到× ––
??
平成２５年５月２８日 甲州市における
工場からの騒
音・低周波音責
任裁定申請事件
（平成２３年（セ）
第１３号）
?
健康
分離型
棄却 到○
発×
＊注２
×
＊注３
??
平成２５年１０月１７日 深谷市における
工場操業に伴う
騒音・低周波音
被害責任裁定申
請事件（平成２１
年（セ）第６号
事件）
?
健康
精神的苦痛
（包括的慰
謝料として
請求）
分離型
棄却 到○
発×
―
・本表における記号・略称等については、次のとおりとする。
「符号」：通し番号は、算用数字１，２……で示す。調停が成立した事件で採り上
げたもの●数字（●１）、責任裁定が下された事件で採り上げたものは、○数字（①）
で示す。
「人数」：申請人の人数。
「健康」：申請人が健康被害を申し立てていることを示す。
「分離型」：騒音、振動、低周波音について、事実的因果関係の有無、受忍限度超
過の有無を別々に判断していることを示す。
「一体型」：騒音、振動、低周波音について、事実的因果関係の有無、受忍限度超
過の有無を、一体として判断していることを示す
「因」：事実的因果関係の認定結果を示している。
「到」：事実的因果関係のうち、到達の因果関係を示している。
「発」：事実的因果関係のうち、発現の因果関係を示している。
「受」：受忍限度（違法性）判断の結果を示している。
＊注１：低周波音のみの被害申請事件である。
＊注２、３：「受忍限度（違法性）に関する判断」というタイトルのもとで判断されている。
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